
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　構造物をアッセンブリィする方法であって、その構成は少くとも、サブ構造を用意する
段階と、
　　該サブ構造の少くとも一部分上にシム材を置く段階

　　該サブ構造上に置かれたシム材を る段階と、
　　該 たシム材を所望の厚さに機械加工する段階と、
　　該サブ構造と外側構造をアッセンブルしてシム材が外側構造とサブ構造の間に実質的
に置かれているようにする段階とを含んでいる方法。
【請求項２】
　前記シム材は温度８０℃以下で される請求項１記載の方法。
【請求項３】
　前記 はシム材を紫外光に露出することにより行なわれる請求項１または２記載の方
法。
【請求項４】
　前記 はシム材を無線周波数放射に露出することにより行なわれる請求項１または２
記載の方法。
【請求項５】
　前記外側構造は少くとも２つの部分を含み、各外側構造部分の厚さはシム材を機械加工
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する前に測定される請求項１ないし４のいずれか１項記載の方法。
【請求項６】
　前記シム材はサブ構造上の異なる位置で異なる厚さにまで機械加工されて、サブ構造に
アッセンブリィされたときには、外側構造部分が全体で所定の公差内で所定の輪郭と一致
するようにした請求項５記載の方法。
【請求項７】
　前記シム材はサブ構造上にそれが置かれるのに先立って、フィルムもしくはシートに前
もって成形される請求項１ないし６のいずれか１項記載の方法。
【請求項８】
　シム材のフィルムもしくはシートは、サブ構造上にシム材が置かれるのに先立って、特
定の応用で直接使用するのに適した形に前もって切断される請求項７記載の方法。
【請求項９】
　前記シム材のフィルムもしくはシートは厚さが０．４ないし４．０ｍｍの範囲である請
求項７または８記載の方法。
【請求項１０】
　前記シム材はサブ構造の垂直表面上に置かれている請求項１ないし９のいずれか１項記
載の方法。
【請求項１１】
　前記シム材はサブ構造の下側に置かれている請求項１ないし９のいずれか１項記載の方
法。
【請求項１２】
　前記シム材は８０℃までの温度で する間に実質的に流れることがないものである請
求項１ないし１１のいずれか１項記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
発明の属する技術分野
この発明は構造ないし構造物（ structure、以下端に構造という）の製造とアッセンブリ
ィ（組立て）とに係り、とくにこれらの構造は外側の層もしくは外板（スキン）を有して
いて、それがサブ構造に対して固定されているかサブ構造によって支持されており、しか
も外側の層もしくは外板が所定の輪郭（プロフィル）に対して僅かな公差で一致すること
が求められている場合である。
【０００２】
従来の技術
ときとして、このような構造を組立てるのに、先ずサブ構造、すなわち骨格枠組、を用意
し、つぎにこのサブ構造にパネルを取付けて外側層もしくは外板を形成するようにするの
が好ましい。
【０００３】
この形式の構造は航空機の設計と製造では普通であり、そこでは軽量で高強度の構造が必
要とされている。この産業ではさらに構造のすべての部分が厳しい公差内で製造されるこ
とが確かであることが必要とされ、さらに加えて部品が一緒にはめ合わされて、組立てら
れた構造が厳重な精度要件に適うことが必要とされている。
【０００４】
発明が解決しようとする課題
公差外の部分品とか不正確にはめ合った部分品とかは隣接する部分品が構造内で求められ
ている位置を外れてはめ合わされるように組立てられる原因となり、構造ないし構造物を
受け入れられないものとしてしまう。外側のスキンの隣接する部分品が両者間で段差をも
たないようにして航空機構造の外側層のスキンと構成要素パネルとが互にぴったりとして
いるようにすることもまた重要である。実質的に滑らかな航空機の外側層を用意できない
と、その結果は望ましくない空気力学的効果であるドラッグもしくは乱流の増加といった
ことを生じさせることになる。
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【０００５】
航空機構築で必要とされる厳格な公差を満足するために、例えば下側に置かれるサブ構造
は機械加工が可能なアルミニウムとかチタンから作られていてよい。サブ構造はそこで必
要に応じて機械加工されて、外側のスキンもしくはパネルが隣接するスキンもしくはパネ
ルとの間で段差なしにはめ合わされることができるようにする。この方法は機械加工の誤
差があると全体のサブ構造が品質保証検査で不合格となって排除され、その結果コストと
時間を無駄にすることとなるので望ましいものではない。さらに下側に置かれるサブ構造
は軽量複合材料であるカーボンファイバ強化プラスチック（ＣＦＲＰ）のような材料から
ますます作られるようになっていて、こういった材料は直ちに機械加工ができるものでは
ない。
【０００６】
高精度要件で構造ないし構造物を作る方法は知られており、金属もしくはＣＦＲＰのいず
れかで作られたサブ構造について使用できる。この方法では、パネルが取付けされること
になるサブ構造の表面は、充填された２成分の液体接着剤であってアルミニウムをそこに
加えたもので覆われている。この液体接着剤はサブ構造上で処理されてから所望の厚さま
で機械加工されて、その後にパネルもしくはスキンがサブ構造に固定される。処理された
接着剤はサブ構造上の異なる位置で異なる厚さに機械加工することができて、それにより
、パネルもしくはスキンがそこに固定されるときには、隣接するパネルもしくはスキンと
の間で実質的に段差が存在しない。
【０００７】
この方法は受け入れられる精度の輪郭を有する構造（物）を作るのではあるが、いくつか
の不都合が備わっている。この種の接着剤は粘性のある液体で、スパチュラ（へら）を用
いて手でサブ構造に注意しながら付与しなければならず、したがって所望の厚さでしかも
接着剤の中に空気泡を作らずに合理的な程度に均等に分布するようにしなければならない
。接着剤が多すぎると処理のために長く待つことになるし、必要以上に機械加工に時間が
かかる。この形式の接着剤は粘性のために所望量で付与することはむづかしく、さらにそ
の使用に関係した健康及び安全上の関連事項も存在する。作業要員はこのような接着剤を
用いることについて訓練を受けねばならず、またサブ構造に接着剤を付けるときには注意
をしなければならない。また特殊のツール類も作らねばならず、それがパネルを付ける各
領域について特殊仕様となって必要としない領域に液体接着剤が拡がることがないように
し、また付与される接着剤の厚さについての案内（ガイダンス）を与えるようにしなけれ
ばならない。この形式の接着剤の性質が理由となって、ツール類は使用前にレリーズ剤で
覆われていなければならずまた使用後には完全に清掃されなければならない。このコーテ
ングとクリーニングのプロセスに繰返しさらされることはツール類が比較的僅かな使用回
数の後に消耗してしまう原因であり、製造と代替のツール類の適用とに時間と経費の損失
を生じている。
【０００８】
この発明はサブ構造によって支持された外側層を有する構造（物）をアッセンブリィする
（組立てる）方法を提供しようとするもので、そこでは外側層は、厳しい公差の範囲内で
、所定のプロフィル（輪郭）と一致するようにし、サブ構造を直接に機械加工する必要を
なくし、２成分液体接着性材料を用いることの不都合を回避する組立て方法である。
【０００９】
課題を解決するための手段
この発明によると、その特徴の１つは構造物をアッセンブリィする方法であって、その構
成は少くとも、サブ構造を用意する段階と、該サブ構造の少くとも一部分上にシム材（ sh
im material）を置く段階と、該サブ構造上に置かれたシム材を処理する段階と、該処理
されたシム材を所望の厚さに機械加工する段階と、該サブ構造と外側層をアッセンブルし
てシム材が外側層とサブ構造の間に実質的に置かれているようにする段階とを含んでいる
方法を提供することである。
【００１０】
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　シム材は例えば温度８０℃以下で される。
【００１１】
シム材は例えばフィルムもしくはシート形式で前もって形成されているのが好都合である
。フィルムもしくはシートは前もって切断されていて、特定の応用で直接使用するのに適
したものとすることができ、例えば予め定めた整合する寸法を有する部分（部分品）間で
使用するための予め切断されたガスケットとして供給できる。
【００１２】
フィルムもしくはシートはある範囲の厚さで形成できる。代って、シム材料のいくつかの
層（レイヤ）がシム材の所望の厚さを得るためにサブ構造上に置かれてもよい。好都合な
のはシム材が０．４ないし４．０ｍｍの範囲の厚さをもつことである。
【００１３】
シム材はそれが置かれる表面に対して十分な粘着性をもつように形成されるのがよく、た
とえ表面が垂直であったり、サブ構造の下側であったりしてもそうなるようにするのが好
い。
【００１４】
　シム材は粘性を有していて、 温度８０℃までの加熱処理の間に流れることが実質的
にないものであるのが好い。
【００１５】
シム材がシキソトロピック（ゲル揺変性）であって、最小の流動と急落（スランプ）を与
えるが、周囲温度１０℃ないし３５℃の間ではバッテングした接合での混和融合が可能な
ものであるのが好都合である。
【００１６】
シム材は数ヶ月にわたり－１８℃で保存することができ、実質的に処理が行なわれないよ
うになっているのが好い。
【００１７】
処理はシム材を紫外光もしくは無線周波数放射にさらして効果を発揮することができる。
【００１８】
外側層は少くとも２つの部分から成ることができ、各外側層部分はサブ構造とともに組立
てられること、また各外側部分が実質的にいくつかの外側層部分に隣接して組立てられる
ことが意図されている。
【００１９】
シム材はサブ構造上の別な位置で別な厚さとなるように機械加工できて、それによりこの
サブ構造が外側層部分と一緒に、所定の公差で、ぴたりと合うようにされて、所定の輪郭
（プロフィル）となる。各外側層部分の厚さはシム材の機械加工に先立って測定されるの
が好都合である。所与の位置でのシム材の所望の厚さは、その位置でサブ構造と組立てら
れる外側層部分の厚さに依存している。
【００２０】
シム材料は少くとも１つのレジンと、１つのフィラ（充填物）と、１つの処理剤とで構成
されているのが好い。レジンは処理によって安定なマトリックスを形成することができる
何らかの材料であってよい。適当なレジンはポリエステル、ウレタン、アクリル、エポキ
シ、ビニールエステルもしくはフェノリックスが例として挙げられる。レジンはエポキシ
レジンが好ましい。好都合なのは、エポキシレジンが Bisphenol Ａ応用のエポキシレジン
であることである。
【００２１】
フィラはタルク（滑石）、炭酸カルシウム、珪酸アルミニウム、ドロマイト（苦灰石）、
アルミナ三水和物、ウォラストナイト（ケイ灰石）もしくはガラスファイバのような不活
性物質とすることができる。さらに、フィラは軽量ガラスマイクロバルーン、セノスフェ
ア、フェノールのマイクロバルーン、パーライト、中空のセラミック球、もしくは他のプ
ラスチック球を含むものであってよい。加えて、フィラはアルミナ粉末のような金属の物
質、シランもしくは表面活性材のような空気放出剤（エアレリーズエージェント）、及び
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オルガノシランとかチタネートのような接着促進剤（アドヒージョンプロモータ）を含む
ことができる。フィラは後の機械加工プロセスを助けることができるように選ばれるのが
好都合である。
【００２２】
シム材はシキソトロピック剤、例えば二酸化シリコン、水素添加したひまし油、セピオラ
イト（海泡石）、ベントナイト粘土、アタポルガイト粘土、もしくはケイ藻土のようなも
のを含むと好い。
【００２３】
処理剤は置換したイミダゾールであると好都合である。これに代って、処理材はアミン、
三フッ化ホウ素複合物もしくは２シアン２アミドで置換した尿素促進剤を伴うものであっ
てもよい。処理剤は１－メチルイミダゾールが好い。処理剤は重量百分比（ｐｐｈＷ）で
２ないし１０のレベルで存在するのがよい。
【００２４】
接着改良剤は例えばオルガノシラン、チタネートもしくは修正を加えたゴムであって、こ
れらが必要なときにはシム材の粘着性品質を強化するために加えられてもよい。
【００２５】
シム材のシートは使用に必要となるまで冷凍器内に保存できる。
【００２６】
実施例
この発明の実施形態を添付の図面及び例を参考として、例をあげて記述して行く。
【００２７】
図１は航空機の部分の構造１を示し、そこにはサブ構造２といくつかの外側層部分品４，
６，８，１０，１２があって、部分品はサブ構造にはめ合わされている。部分品とサブ構
造とは望むところにより金属もしくはカーボンファイバ複合物から形成できる。部分品４
，６，８，１０，１２とサブ構造２とはすべてが厳格な公差限界内で製造され組立てられ
ている。
【００２８】
図２は構造１の部分を示し、そこには部分品４と８とが含まれていて、それが航空機の外
側層の一部を形成している。部分品４と８とは外側のスキン（外板）もしくは取外し可能
なパネルである。組立てについての従来技術の方法を用いて部分品４，８はサブ構造２に
固定され、両者間には空隙（ギャップ）１４がある。部分品４，８はＰＲＣ（ポリサルフ
ァイドゴムコンパウンド）を用いてサブ構造２に対して湿式組立て（ウェットアッセンブ
リィ）がされて、液体が進入しないようにし、ＰＲＣが組立ての際に空隙に漏れて入るよ
うにしている。ＰＲＣは部分品４と８とがサブ構造と組立てられる前にサブ構造に与えら
れる。
【００２９】
サブ構造と部分品との個々の製造から生ずる全体的な寸法公差が原因となって、隣接する
部分品４と８との間の段差Ｄが存在し、これが望んでいない空気力学的効果を生じ、この
効果は航空機の性能に影響を及ぼすことになる。航空機応用については隣接する部分品間
で段差Ｄが０．５ｍｍよりも小さいことが一般には好ましい。
【００３０】
図３は同じ構造１の部分を示し、そこには部分品４と８とがあって、それらが航空機構造
の外側層の一部を形成している。前のように、部分品４と８とは外側スキンであるか取外
し可能なパネルであってよく、この例では異なる厚さのものとなるように設計されていて
、両方のパネルはそれぞれの公差に納まっている。サブ構造２は異なる設計上の厚さの部
分品４と８とを受入れるように設計された輪郭にまで機械加工されるように設計され、そ
れにより、組立てられるときには、部分品４と８とが互に実質的に面一に接触して、図２
に示したＤのような段差が０．５ｍｍよりも大きくはないようにしている。段差Ｅは部分
品４と８との間の厚さの差を表わしている。しかしながら、サブ構造輪郭の変化とサブ構
造と部分品４，８との全体的な寸法公差とが原因となって、もし上述の従来技術の組立て
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方法が使用されると、段差Ｄが不可避的に発生する。しかし段差Ｄに対抗するためにシム
材２０の層がサブ構造２と部分品４と８との間に導入される。シム材はサブ構造上に組立
てられたときに実質的に面一となることができて、段差Ｄは０．５ｍｍよりも小さく減る
ことになる。
【００３１】
　この発明の新しい組立て方法を用いると、厚さ２ｍｍのシム材２０の層はサブ構造２に
対して取付けられる。シム材２０は粘着性をもつように形成されていて、この粘着性はそ
れが置かれるところの表面に粘着し、たとえその表面が垂直であってもあるいはサブ構造
の下側であっても粘着する。シム材は大気圧下で２１℃で１２時間機械加工可能な状態に
まで されてよい。代って、シム材は１時間６５℃で機械加工可能な状態にまで さ
れてもよい。加熱は熱い空気の銃によるか、ホットローラを用いるか、オーブン，ヒータ
のバンク、ガス熱触媒式ヒータもしくは他の通常の加熱方法によって達成してよい。
【００３２】
シム材は加熱時に実質的には流れないので、境界を与えるためのツールはこの組立て方法
では必要としない。
【００３３】
シム材が処理された後に、従来形の工作機械を用いて所望量だけ機械加工がされる。所望
量を決めるために部分品４と８との実際の厚さがまず決められて、シム材２０上の位置で
これらの部分品が置かれるところが識別される。この例では部分品４は位置１８に置かれ
また部分品８は位置１６に置かれることになる。シム材２０はそこで位置１８，１６とで
それぞれ異なる量だけ機械加工されて、それにより組立ての実際の輪郭（プロフィル）が
組立ての基準輪郭の公差内となるようにする。サブ構造２の表面もしくは部分品４又は８
の厚さの変化であって、取付けられた部分品４と８との間で段差を作るようにするものは
、このシム材２０の適用とその後の精密機械加工とによって実質的に除去できることに留
意したい。
【００３４】
シム材２０は使用のために必要とされるまで、処理の進行を回避するために冷凍機内に保
存される。
【００３５】
シム材は化学的に反応せず、あるいはサブ構造内のクラックとかボイドを充填するための
充填剤（フィラ）として使用される封止剤である処理済みのＰＲＣとか処理済みの２成分
接着剤のようなものに干渉を与えることはない。
【００３６】
シム材は自己融合形（セルフアマルガメーテング）であり、言い換えると、シム材のスト
リップが横並べで互に隣接していると一緒に癒着合体してしまう。自己融合は温度と時間
とに依存し、６５℃１時間以内で発生するのが好い。シム材の流動特性は成分の相対量を
変えることによって変更することができる。
【００３７】
シム材として使用するのに適し、かつ図３を参照して記述した方法で使用してよいものは
シクソトロピック充填レジン材料であり、特別に制御された粘着性を有していて、それが
垂直もしくは逆向きの表面に強力に接着し、空気の飛沫同伴（エントレインメント）なし
にサブ構造を完全に湿めらせて、充填されたレジン剤が処理剤と作用するようにする。こ
のような材料の例を表１に示す。
【００３８】
【表１】
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【００３９】
例１で記述した材料を作るための方法の例を例としての目的に限って次に記述して行く。
【００４０】

ビスフェノールＡエポキシレジンを予め熱して、一緒に使用する充填剤にとって粘性が十
分に低くなる温度とする。この温度はエポキシレジンの性質と混合装置のパワーレートと
に依存することになり、一般には約１２０ないし１６０℃となる。
【００４１】
タルク充填剤（フィラ）を加え、真空中で加熱して混合物をガス抜きして撹拌する。
【００４２】
ガラス球を加えて、混合物をガス抜きして撹拌する。
【００４３】
空気レリーズ剤と、接着改良剤とアルミニウム粉末を加えて、混合物のガス抜きをする。
【００４４】
フュームしたシリカを加える。
【００４５】
混合物を６０℃以下（４８℃が好い）に冷却してガス抜きをする。
【００４６】
処理剤を加える。
【００４７】
混合物である回転可能な軟塊状の物質をフィルム形成用装置上に放出する。この装置は逆
ロールコータ、ローラコータ上のナイフ、押出し器（エクストルーダ）もしくはコンベア
プレスのようなものである。
【００４８】
所望厚さのフィルムを形成する。もし必要であれば支持用のスクリム材を一緒に使い、シ
ム材を冷蔵温度に保って処理の進行を妨げて、シム材が使用のために必要とされるまでそ
の状態を保つ。
【００４９】
シム材は選ぶことができる最初の厚さの材料についての適切な長さで供給することができ
るし、また各種の形状のパネルを受け入れるためにサブ構造の表面と合うように設計され
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た予め切断した“ガスケット”の形式で供給されてもよい。これは６５℃で処理可能であ
って、しかも少くとも１２時間は冷蔵庫から外へ出しても使用可能な寿命をもつものでな
ければならない。スクリム材はシム材の疲労寿命を改良し、しかもシム材を強いものとす
る。スクリム材は理想的には１０～５０ｇ／ｍ 2  の重さであり、またシム材の製造の際に
フイルムの片側に組入れられる。スクリム材は明るい色付けがされているのが好く、それ
によってオペレータがフィルムのどちら側にスクリム材が組入れられているかを見ること
ができ、またこれをシムの機械加工中に“証拠”しるしとして使用できるようにする。使
用中はフィルムの位置決めをして、支持用スクリム材がサブ構造と隣接しているようにし
て、シム材の処理後に機械加工で取外されることがないようにすると好都合である。
【００５０】
この分野の当業者にとっては、シム材の特性が相対的な成分量の変更により異なる応用に
適したものに変更できることは明らかであろう。例えば流動性とか接着性といった特性を
変えるために、レジンに対するフィラの比を変えることができる。他の例としては、シム
材の密度を変えてもよくそのためには異なるフィラ材料の量を互に他と変えることによっ
て行なうことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　航空機構造にアッセンブリィするためのサブ構造と部品との分解等大図。
【図２】　図１に示したサブ構造と部品との先行技術アッセンブリィを経た部分を示す図
。
【図３】　この発明の実施態様を利用する図１に示したサブ構造と部品のアッセンブリィ
を経た部分を示す図。
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